
□ 融資証明、関心表明その他の確実に調達が見込めることを調達先が証明する書類
　 ※様式８②資金調達計画に借入金の記載がある場合に限る

掛川市森の都ならここの里 譲渡に係る公募型プロポーザル
提出書類チェックリスト

□ ２、３の「(1)①投資計画」の合計金額と「(1)②資金調達計画」の合計金額がそれぞれ一致しているか

□ 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類の謄本
　 ※寄附行為：財団法人がその設立を目的として作成した根本規則

□ 寄附行為の場合、事業目的、法人名称、事務所の所在地、資産に関する規定、理事の任免規定が記載されているか

□ 定款の場合、事業目的、会社の商号、本店の所在地、資本金額、発起人の氏名と住所、発
　 行可能株式総数が記載されているか
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□ 流動比率の算出に必要な項目が確認できるか（貸借対照表「流動資産」「流動負債」）

□ 固定長期適合率の算出に必要な項目が確認できるか
　 （貸借対照表「固定資産」「自己資本」「固定負債」）

□ 自己資本比率の算出に必要な項目が確認できるか（貸借対照表「負債」「純資産」）

□ 直近１年間の法人税、消費税及び地方消費税、都道府県民税、市町村税の納税証明書
　 ※拠点が複数市町にある場合、事業者等の所在地の納税証明書のみ提出で可

□ 購入希望価格調書（様式９）

□ 「１ 合計投資金額」は「２(1)①投資計画」「３(1)①投資計画」の合計金額と一致しているか

□ 同様又は類似施設の管理運営実績がある場合は記載されているか

□ 直近５か年における事業報告書、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書
　 ※株主資本等変動計算書とは賃借対照表から純資産の部分を切り取り変動を詳しく記載したもの

□ 部数は正本１部、副本８部　合計９部であるか（副本は写しで可）

□ 掛川市森の都ならここの里民間譲渡応募申込書（様式４）

□ 事業者等概要書（様式５）

□ 事業計画書（様式６）

□ 収支計画損益計算書（様式７）

□ 投資計画書及び資金調達計画書（様式８）

□ 受付日は８月28日（月）から９月５日（火）の間であるか確
認
事
項

□ 当該法人の登記簿謄本

□ １年目のみ算出根拠は記載されているか

□ 損益計算書、キャッシュフロー表は10年分あるか

□ 「２(1)①投資計画」の項目の内容は、市の支援制度の趣旨に合致しているか

□ 応募者の印は、申込書と同じ印になっているか

□ 選定基準の評価の視点を踏まえて記載されているか

□ 購入希望価格は46,000千円以上の金額が記載されているか



□ 直近１年間の法人税、消費税及び地方消費税、都道府県民税、市町村税の納税証明書（全事業者分）
　 ※拠点が複数市町にある場合、事業者等の所在地の納税証明書のみ提出で可

□ 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類の謄本（全事業者分）
　 ※寄附行為：財団法人がその設立を目的として作成した根本規則

□ 定款の場合、事業目的、会社の商号、本店の所在地、資本金額、発起人の氏名と住所、発
　 行可能株式総数が記載されているか
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項 □ 自己資本比率の算出に必要な項目が確認できるか（貸借対照表「負債」「純資産」）

□ 寄附行為の場合、事業目的、法人名称、事務所の所在地、資産に関する規定、理事の任免規定が記載されているか

□ 当該法人の登記簿謄本（全事業者分）

□ 流動比率の算出に必要な項目が確認できるか（貸借対照表「流動資産」「流動負債」）

□ 固定長期適合率の算出に必要な項目が確認できるか
　 （貸借対照表「固定資産」「自己資本」「固定負債」）

□ 直近５か年における事業報告書、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書（全事業者分）
　 ※株主資本等変動計算書：賃借対照表から純資産の部分を切り取り変動を詳しく記載したもの

□共同事業体構成員申請書（様式10）

□委任状（様式11）


